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研究成果の概要（和文）：平成23年東北地方太平洋沖地震津波（東日本大震災）をうけて「想定外」を無くすこ
とが重要視されました。現在の津波ハザードマップをみても1000年に１度程度（レベル2津波）と設定していま
すが，これよりも浸水域が広い津波を否定することはできません。この研究では，予測の不確かさがあることを
前提に、100年に1回から10000年に1回までの確率的津波・高潮浸水域を複数の方法で評価を行いました。現在の
ハザードマップとも整合しながら、それを上回る津波の浸水域を誤差の範囲も含めて表す方法と提示しました。
また、耐用年数が堤防よりも長いと考えられる地盤の嵩上げの効果についても確率浸水域から算定しました。

研究成果の概要（英文）：We had lesson we should prepared any scale of the disaster even of which 
return period is quite low from the tsunami disaster due to The 2011 off the Pacific coast of Tohoku
 Earthquake. However, today’s tsunami hazard map also expresses one flood, of which return period 
is around 1000 years. This study shows the probabilistic tsunami/storm surge hazard map with 
uncertainty by use of several probabilistic approaches. The return period of present maps is to 10,
000 year or longer. The flood area of present map in which return period is about 1000 year is 
almost adjust that public hazard map.

研究分野： 海岸工学
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１．研究開始当初の背景 
(1)  平成 23 年度東北地方太平洋沖地震に

伴う津波は，現地調査（信岡ら，2011）
や数値解析（信岡ら 2012）また復興構想
会議や中央防災会議，学会での委員会で
の議論を通して言えることとして，大き
く次の２つの課題を我々に投げかけた．
①規模や被害が十分に把握されている
過去の津波災害よりも大きな災害，社会
では「想定外」との言葉が用いられた災
害に対応する方策が必要であること 
②伊勢湾台風などが契機に 1960 年代か
ら取り組まれた防災の方法に対して，経
済を始めとした社会状況が変化したた
め，新しい災害対策が必要であること．
この2点からも被害をできるだけ減らす
「減災」が改めて注目されることとなっ
た． 

   防災から減災に移れば，リスク（潜在
的に危険因子に実際に発生する可能性
を合わせたもの）が生じることを意味す
る．近年，沿岸の水災害におけるリスク
研究として 2005 年ころ（たとえば片田
敏孝ら）からリスクコミニュケーション
が盛んに行われているが，リスクを定量
的に評価できていない点に重点を置い
た住民への説明方法が中心課題となっ
ている．他方，国民がリスクの定量化を
強く期待していることが，申請者らの被
災地での活動でも見えてきた．しかし損
害保険分野でも津波のリスク評価方法
は依然として課題とされていたり（津波
に関する合同調査報告会質疑，2011），
今村(2012）はまず，津波の確率的ハザ
ードマップの開発の必要性を指摘して
いる．沿岸における先端的な定量的ハザ
ード評価方法でも土木学会原子力土木
委員会で進める確率的ハザード（2011）
で点を対象としたものに限られる．リス
ク評価を難しくしているのはハザード
の確率的空間評価があげられる．内陸の
河川における確率的ハザードマップと
して，アメリカでは年発生確率 1/100～
1/500 を主とした洪水ハザードマップ
（NFIO, 1968)がある．日本でも国交省
琵琶湖河川事務所(～1/200)などで検討
が開始されてはいる．これらを沿岸域に
転用するには，確率の元となる母集団の
データ量が河川と沿岸で大きく異なる
点を解決しなければならない．  

   次に減災の対象とする時間スケール
の問題について考える．津波では最大ク
ラス（年発生確率 1/1000 年程度）のも

のに対しても国民の命を守るための避
難方策を取ることが求められている(国
土交通省，2012). 重要施設の一つであ
る原子力発電所については，旧原子力安
全・保安院原子力規制委員会の意見聴衆
会(2012)の中間状況にて，設計基準津波
の年発生確率も1/1000～1/10000とした
議論が進められている． 
 以上から低頻度・長期再現期間の災害
に応対する政策決定のためには，自然や
社会の変化や不確実性を考慮した浸水
リスクを定量的に評価する技術が必要
としていた． 
 

２．研究の目的 
研究対象は年発生確率（頻度）が

1/10000 と極低頻度までの津波・高潮に
よる不確実性をも考慮した確率的沿岸
浸水リスク評価を行うこと，さらにリス
ク評価の政策決定支援への活用方法の
例を示すことを大きな目的とした．具体
的には次の段階的目標を置いた． 
①津波に加え高潮も対象に，年発生確

率の不確実性を考慮して，主に政策決定
支援に適した確率的ハザードマップを
開発する． 
②新たな海岸防御施設シナリオを導

入した確率的浸水ハザードマップの開
発をする． 
③防御政策シナリオを用いたリスク

マップの作成およびリスク低減の期待
値の提示である． 
 

３．研究の方法 
(1)津波の確率論ハザード解析手法の検討は，

極値統計手法，Gutenberg–Richter 則の
活用した手法,ロジックツリー手法を活
用した３つのアプローチから検討した．

 

図-1 対象とした主な波源域 



解析の対象域は茨城県沿岸としたので，
図-1 のように福島沖，茨城沖，房総沖と
JTT の南部を基本波源とした． 

①極値統計手法は津波観測記録から統計的
手法で低頻度の津波を予測するもので
ある．本研究では，茨城県大洗町での歴
史的津波記録のうち 0.1m 以上のもの 15
個の津波高とその発生年をもとに解析
を進めた．極値分布関数の候補には，海
岸工学でよく用いられる9種の関数とし
た．資料の期間は，延宝房総沖地震津波
の1677年から平成23年度東北地方太平
洋沖地震津波の 2011 年までの，300 年を
超えるものである．データの偏りを検討
するため，資料の採択や平均発生間隔に
関わる資料期間を含め便宜的に 11 ケー
スを設定して解析をおこなった．最大値
資料の対象期間の間隔は 10 年とした．
棄却検定をおこなったあと，採択された
各極値関数に対してJackknife法により，
津波高の小さい範囲にデータ数が多い
ことによるデータの不均一性を補正し
た．補正した各分布関数での再現確率別
の津波高を求め，各確率における最高値
と最低値を「津波高の不確実性の幅」と
した． 
②地震マグニチュードと年発生回数

によるGutenberg–Richter則の活用した
手法については，気象庁地震データベー
スより波源毎の地震規模別累積度数分
布図を作成し，マグニチュードと発生確
率の関係式を定めた．地震ニチュードと
断層モデルの関係については茨城県な
どが採用している方法を用いた． 
③ロジックツリー手法は，確率論的津

波ハザード解析における，偶然的ばらつ
き（aleatory variability）と認識論的
不確定性（epistemic uncertainty）の
２つを考慮できるように，専門家の知見
に基づき事象を分岐して解析を進める
ものである．近年では，Annaka ら(2007) 
を元にした原子力土木委員会が提案し
ているロジックツリー手法が原子力発
電所の津波想定に用いられている． 

(2)高潮の確率論的ハザード解析手法の検
討：高潮の現象は津波とことなり，地域
性が極端に表れることから過去の記録
に頼ると過大または過少評価する可能
性が高い．そこで予測対象は南北 200km
の茨城県の海岸としたが，隣接する小名
浜港，大洗港，銚子漁港，布良港，千葉
港の5地点における過去の年最高潮位観
測記録をもとに，Hosking・Wallis(1997)
の地域頻度解析手法の手順に従ってそ
の地域分類について検討した．この手法
は，ある観測点における変量の発生頻度
を，対象観測点のデータだけでなく頻度

分布が類似した周辺観測点のデータも
用いて推定する手法である．  

 (4) 建物被害想定には，東南海・南海地震
に係る被害想定手法の建物被害基準を
用いた．建物被害量想定は津波浸水予測
で求めた浸水深と建物分布データを比
較することにより求める．建物被害低減
期待値については，治水経済調査マニュ
アル(国交省)の算定手法に従った．対策
シナリオごとに被害の期待値の差で評
価した． 

 
４．研究成果 
(1)  津波に関する確率的リスク解析につ

いて，まず極値統計の結果，次にロジッ
クツリー手法を中心に3種の手法による
結果の比較を示していく． 

① 極値統計による結果：大洗における
1677 年と 2011 年の津波高実績は 5m と
4.0m である．本研究の結果，同地点での
千年に一回の確率の津波高は 4.9～5.6m
となったが，一万年に 1回の確率の津波
高は 9.6～15.6m と不確実の幅が大きく
なった(図-2)．津波高記録に基づく極値
統計解析では不確実性の幅の値も示す
必要がある．茨城県の浸水面積は万年に
一回の津波に対する想定結果は 100～
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図-2 津波高の極値統計解析例 

 

 

 図-3 確率的津波浸水想定域の例 (min, 

max :津波高の幅の最小値と最大値) 



115 km2，203～350 km2となった．各幅が
大きいことから，この幅を含む浸水想定
マップを１つの図で表現するには三つ
ほどの確率に絞る必要がある(図-3)． 
津波による建物被害と人的被害のリス

ク評価（例として建物被害の比較を図
-4）では，津波高を確率的に段階で扱う
ことで，小規模であるが高頻度の津波か
ら現在の実用的ハザードマップを越え
る巨大津波までのリスクの変化を表せ，
高頻度の事象の見落としや想定外の発
生を相当に減らせる可能性がある各解
析段階における精度の問題，津波高の調
整に伴う地区境界での評価値の差など
今後の課題をまとめたが，この段階での
リスク評価方法でも専門家による津波
対策の検討に活用できることを示した． 

② ロジックツリー手法で算定した波源
域ごとの平均ハザード曲線を合算した
もの(図-5)は概ね極値統計手法による
結果と一致しているが，平均 1000 年に 1
回（10-3/年）付近を境に津波高の変化傾
向が異なった．この変化の傾向は波源域
ごとに異なる平均発生間隔と地震マグ
ニチュードに関係する断層すべり量に
よるものである．茨城沿岸では，高頻度
の低津波高には茨城県沖と房総沖を波
源とする津波の寄与が大きく，低頻度の
高津波高には連動型波源，その中間には
JTT 波源の寄与が大きい(図-6)．GR 則手

法は，地震と津波の発生頻度の変換を感
度分析的に補正すれば，10-3/年以上の頻
度の津波高に限定されるが他の手法と
大きは異ならない結果が得られる(図
-5)．極値統計解析手法において波源域
ごとからの算定には，また GR 則手法に
おいて地震動と津波発生頻度の関係を
定めるには十分なデータが必要である
が，長期のデータを蓄積するには世紀を
超える時間が必要である．したがって現
代において，高頻度から低頻度までの津
波高を一括して求めるのには，ロジック
ツリー手法が適切と考えられた． L1 津
波とL2津波の発生頻度を10-2/年と10-3/
年とした場合，ロジックツリー手法によ
る津波高は茨城県（2012）の津波浸水想
定のものと沿岸域全体で矛盾しない結
果となった．作成された確率的浸水図も，
10-3/年の範囲は既往の津波浸水想定域
（L2 津波，茨城県）と矛盾なく，他の頻
度でも段階的に浸水域の拡大を示せる
ことを確認した． 

  以上から長期の津波記録が蓄積され
るまでの間，高頻度低津波高(L1 津波)
から低頻度高津波高（超 L2 津波）まで
を確率的に示すのに適した手法はロジ
ックツリー手法である言え，津波の確率
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図-5 確率的ハザード解析手法の違いによる

津波高の比較 
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図-6 ロジックツリーにおける波源域ごとの

津波 



的リスク管理や津波対策の費用便益算
定への活用が期待される 

 (2)   高潮の確率的浸水域の水位．地域頻
度解析における地域分類の結果は，小名
浜港から千葉港までの 5地点を 1つの地
域としてみなすことができた．地域共通
分布を用いることで，隣接する地点間の
ばらつきをまとめるような関数を選択
できた．様々な高潮の極値統計解析：再
現期間ごとの確率統計量の比較を行う
ために，5地点の結果(L5 と定義)に加え
て合田(1990)の最小二乗法に基づく極
値統計解析，地域区分の設定指標の確認
は省いた 3 地点(小名浜港，大洗港，銚
子漁港)の地域頻度解析(L と定義)，およ
び単地点ごとの L-モーメント比をその
まま用いることによる解析(S と定義)を
それぞれ行った．小名浜港から銚子漁港
までの結果のうち，大洗港の例を図-7 に
示す．地域頻度解析と単地点に当てはめ
た場合の結果の比較から，地域頻度解析
手法を用いることで大洗港，銚子漁港に
ついて極値データの統計的変動を小さ
くすることができた． 

数値計算による高潮の確率的浸水域
を，各極値統計解析の高潮位になるよう
に，一様な風の場を仮定することから求
めた結果の一例が，図-8 である．確率が
高い浸水域の方からハザード域を定め
ている（濃青から赤へ発生確率が小さ
く）．小名浜港から千葉港までの 5 地点
の地域頻度解析の結果と小名浜港から
銚子漁港までの3地点の地域頻度解析の
結果を比べたところ，浸水域および浸水
面積にさほど差が生じなかったことか
ら，布良港と千葉港の極値統計解析の結
果は茨城県沿岸の浸水域にあまり影響
しないという可能性を見出した．また茨
城県沿岸だけで見れば，地域頻度解析の
結果を用いることで場所的変動を抑え
ることができ，地点単独に当てはめた結
果を用いるよりも平均的で安定した浸
水想定を行うことができると考えられ
た． 

(3) 対策による被害低減期待値の試算を，茨
城県ひたちなか市の海岸をモデルにおこ
なった．対策シナリオは，海岸堤防のみシ
ナリオ，県道の高さを+1m,+3m, +6m,+9m
嵩上げしたシナリオ，海岸背後地全体の高
さを+1m,+3m,+6m,+9m 嵩上げシナリオの 9
つとした．このシナリオにおいて確率的浸
水域を示した例が図-9 である．全体嵩上
げと道路嵩上げの両シナリオにおいて浸
水面積は軽減されていること，その中で予

想どおり全体嵩上げの方がリスク低減が

大きいことが 10-3/年（1000 年に一度,紫
色）付近でよくわかる． 
建物被害は地区全体の嵩上げで，被害棟数
が最も少なく，県道の嵩上げのみも減少量
は小さくなるが被害棟数が少なる計算と
なった．各シナリオの再現期間と年平均建
物被害低減期待値の関係では，再現期間
100 年～500 年の津波において，期待値の
上昇が大きいことから，その範囲内での地
盤嵩上げが効果的であると考えられる．全
体嵩上げと道路嵩上げで同じ嵩上げ高さ
の場合，全体嵩上げの方が，期待値が高い
ことから，被害の低減効果が大きいとの結
果となった．期待値の変化は再現期間 100
年～1000 年の間で有意なものであった．
嵩上げにおいて締め固めなどで強固なも
のにして十分な耐用年数にしておけばリ
スク低減策として有効であることを示す
結果となった． 
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図-8 確率的高潮浸水域 (左：最大予測（不確

実性大），右：平均的予測：地域頻度解析) 

 
図-7 大洗港における各最適関数の比較 
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図-9 対策による確率浸水域の変化 


